
３３  ココンンテテンンツツにに関関すするる法法体体系系ののあありり方方  

 

（１）基本的な考え方 

現行法制では、概念的には、放送は通信の「部分概念」と位置づけられるが、コンテン

ツ規律においては、通信（インターネット）については、法律レベルの包括的な規律は（情

報削除対応などを除き）存在しない一方、放送については「放送法」をはじめとする放送

法制において包括的に規律されている。これは、現行法制において、通信に対して「通信

の秘密保護」を踏まえ、制度上コンテンツへの関与を原則として排除しているのに対し、

放送は送り手及び受け手に係る「表現の自由確保」の観点から公共の福祉との整合性を図

っていることによる＊４。 

 「完全デジタル元年」には、さらにインターネットのメディア化・インフラ化が進展す

ると想定され、そこでは放送事業者のみならず、ＩＣＴネットワークにおける情報流通を

担う当事者は等しく「安全・安心なネットワーク社会」構築の責任を有するべきである。

その意味では、既存の放送事業者についてコンテンツ規律を課す一方、インターネット上

のコンテンツ配信については、公然性を有し、放送同様電子メディアとして強力な伝幡力

がある場合であっても、「通信」としてコンテンツ規律を制度上課されていないことは、違

法・有害コンテンツ流通の拡大を招くなど、公正かつ適切な情報流通を損なうおそれがあ

る。 

その際、通信コンテンツについても、「公然性」を有するものについては「通信による表

現の自由の確保」の問題と捉えるべきである。ただし、プライバシー保護としての「通信

の秘密保護」の意義は、憲法に定められる基本的人権としての重要性を依然有することに

留意が必要である。 

 通信コンテンツと憲法上の「表現の自由」との関係では、表現活動の価値をも勘案した

衡量の結果として違法として分類されたコンテンツの流通は、表現の自由の保障の範囲外

であり、規律することに問題はない。また、有害コンテンツ流通に対する規制も、有害図

書に関する青少年保護条例による認定基準が最高裁で合憲とされていることを踏まえれば、

規律の対象とする余地はあると考えられる。 

 一方で、放送は、多様な情報を迅速に提供する有用な手段として現代社会において特別

の役割を担ってきた。具体的には、健全な民主主義の発達に資する言論報道機関としての

機能、地域住民の生活に必要不可欠な情報提供や、多様化する国民のニーズに応じた豊か

で良質な各種番組の提供など、様々な公共的役割が挙げられる。技術革新により伝統的な

「放送」概念が変容しつつあるとしても、このような役割自体の社会的重要性が失われる

わけではなく、その意味において「放送」の規律の枠組みはメディアコンテンツ規律の基

準として成り立ちうると考えられる。 

以上を踏まえ、成熟した規律体系である放送法制を基本として、「必要最低限のルールを

自律原則とともに保障し、表現の自由を確保する」という理念を堅持しつつ、情報の自由

な流通を確保する観点から、社会的機能及び社会的影響力に重点を置いて、技術中立的に

コンテンツ規律体系を一元的に再構築し、安全・安心なユビキタスネット社会の構築に向
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けた環境整備を図ることが適当である。 

具体的には、「公然性を有する通信」のうち現在の放送と類比可能なコンテンツ配信サー

ビスについて、現在の放送を含め「メディアサービス（仮称）」として一体化し規律するこ

ととし、その他の「公然性を有する通信」を「公然通信（仮称）」として違法・有害コンテ

ンツ流通対応を制度化することを検討すべきである。 

なお、このような制度の見直しに関連して、著作権法の強制許諾制度の特例措置など、

放送ないし有線放送を対象として設けられている制度も見直しが必要となることにも留意

が必要である。また、インターネット上の情報流通に関しては、特定人間の通信について

も迷惑メール等の問題があり、ユビキタスネット社会の基盤としてのネットワークの安全

性・信頼性確保の観点から対応すべき制度的課題についても検討が必要である。 

 

（２）メディアコンテンツ規律の再構成（略） 

 

（３）「公然通信」 

「公然通信」に係るコンテンツに関しては、現在は「通信の秘密保護」を踏まえ、コン

テンツ規律について「プロバイダ責任制限法」などを除き制度化していない。しかし、イ

ンターネットのメディア化の急速な進展や、有害コンテンツが社会問題化している現状を

踏まえ、「通信の秘密保護」の根拠は匿名による表現の自由の確保とプライバシーの保護（狭

義の通信の秘密）にあるとの視点から、保護の範囲と程度を捉え直すべきである。その上

で、有害コンテンツを含め、表現の自由と公共の福祉の両立を確保する観点から、必要最

小限の規律を制度化することが適当である。 

具体的には、「公然通信」に係るコンテンツ流通に関して、各種ガイドラインやモデル約

款等が策定・運用されていることを踏まえ、違法・有害コンテンツ流通に係る最低限の配

慮事項として、関係者全般が遵守すべき「共通ルール」の基本部分を規定し、ＩＳＰや業

界団体による削除やレイティング設定等の対応指針を作成する際の法的根拠とすべきであ

る。「プロバイダ責任制限法」などＩＣＴ利用環境整備関係法制度についても、可能な限り

一元化すべきである。 

その際、特に有害コンテンツ流通について、「自殺の方法」や「爆弾の作り方」、「ポルノ」

など、違法とは必ずしも分類し難い情報ではあるが、青少年など特定利用者層に対する関

係では一定の規制の必要性があるものに関しては、有害図書防止条例などの手法を参考に

しつつ、いわゆる「ゾーニング」規制（特定の行為等に対して一定のゾーン（範囲や利用

方法）に限り規制することを許容する規律手法）を導入することにより、広汎な内容規制

の適用を回避しつつコンテンツ流通の健全性を確保することが可能となるため、その導入

の適否を検討する必要がある。 

 


